
食品の安全に関する基本方針及び推進プラン（素案）に係る 

県民意見募集（パブリックコメント）の内容とその対応について 

 

１ 要旨 

  「食品の安全に関する基本方針及び推進プラン」を改正するにあたり，県民意見募集（パブリッ

クコメント）を実施した結果を公表する。 

 

２ 意見の募集期間及び提出方法 

  募集期間：令和３年１月 27日（水）から２月 19日（金） 

  提出方法：郵送，ファックス，電子メール 

 

３ 意見の件数等 

  17件（４人） 

  提出方法：ファックス１名，電子メール３名 

 

４ 意見の内容及び意見に対する県の考え方 

番号 意見の内容 意見に対する県の考え方 該当ページ 

１ HACCP に沿った衛生管理の制度化の

記述について，食品衛生法の改正によ

るものであるため，広島県が独自に義

務化するような記載は変更した方が良

いのではないか。 

 頂いた御意見を基に該当箇所を修正

いたします。 

６ 

２ 広島県内の食中毒事件の発生状況の

記述について，「発生件数」は「事件数」

で統一した方が良いのではないか。 

頂いた御意見を基に該当箇所を修正

いたします。 

７ 

３ 新型コロナウイルス感染症による影

響の記述について，全国的に２回の緊

急事態宣言が出され，12月から１月に

かけて県内でも感染者数が急増してい

ることを考慮した記載にした方が良い

のではないか。  

頂いた御意見を基に該当箇所を修正

いたします。 

11 

４ 数値目標「講習会受講者に占める

HACCPを理解している者の割合」につい

て，講習会受講者とは，どのような人

を想定しているのか。 

 

 講習会受講者は，保健所，食品衛生協

会等が実施する HACCP 講習会，食品衛

生責任者講習会等の受講者であり，基

本的には食品衛生法に基づく許可，届

出施設における従事者を想定していま

す。  

13 

 

  



番号 意見の内容 意見に対する県の考え方 該当ページ 

５ 数値目標「講習会受講者に占める

HACCPを理解している者の割合」につい

て，食品衛生法に該当する事業者は，

法改正に伴い HACCP が義務化されてい

るので，100％理解しているのではない

のか。 

HACCPの義務化については，小規模事

業者等は，「HACCPの考え方を取り入れ

た衛生管理」が求められることになり，

各業界団体が示す手引書の内容のとお

り実施する，又は手引書を参考に実施

することで導入と見なされるため，手

引書導入後の管理記録の作成，手引書

の定期的な見直し等の HACCP の定着が

課題になると考えております。そのた

め，HACCPの定着を進めるために必要と

なる知識を有する者（HACCPを理解して

いる者）が増えていくことを目標とし，

講習会受講者に対するアンケート調査

等を実施することで，その割合を確認

していきます。 

13 

６ 「HACCPを理解している者」とは，何

を判断基準として「理解している」と

するのか。 

 アンケート調査等の項目について

は，検討中ですが，HACCPの定着に必要

となる知識を確認する内容を想定して

います。 

13 

７ 活動指標「鳥インフルエンザ浸潤状

況調査件数」について，国指針（高病原

性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥イ

ンフルエンザに関する特定家畜伝染病

防疫指針）では，浸潤状況を確認する

ための調査として，定点モニタリング

を毎月１回，強化モニタリングを一定

の基準で選定した農場を計画的に実施

することとされているため，これらを

考慮した目標値にした方がいいのでは

ないか。 

頂いた御意見を基に該当箇所を修正

いたします。 

 

18 

８ 「HACCP の考え方を取り入れた衛生

管理」について，「手引書に基づいて実

施する」とあるが，業界団体が示す手

引書を使うかどうかは事業者の判断で

はないのか。 

 頂いた御意見のとおり，「HACCPの考

え方を取り入れた衛生管理」について

は，事業者の判断により，手引書の内容

のとおり実施する，又は手引書を参考

に実施することとされております。そ

のため，該当箇所を修正いたします。 

21～22 

 

  



番号 意見の内容 意見に対する県の考え方 該当ページ 

９ 現状と課題の２つ目で，現状「中小規

模の食品製造施設においては，企業内

に衛生管理に関する専門知識が十分な

人材が少ない状況にあります。」とあ

り，課題「食品等のリスクに関する正

しい知識や最新の情報を共有化し，科

学的根拠に基づく HACCP の工程管理に

より必要な措置が適切に行われる必要

があります。」とあるが，現状に対する

課題になっていないのではないか。 

頂いた御意見を基に該当箇所を修正

いたします。 

21 

10 専門知識が十分な人材を確保するた

めに，専門家派遣事業などを有効に使

うことが良いと考える。 

頂いた御意見は，今後の取組の参考

とさせていただきます。 

21 

11 今回の HACCP の制度化では，認証の

取得は求められておらず，広島県食品

自主衛生管理認証制度の普及について

は，認証を取得しなければ，HACCPに取

り組んでいないと誤解されるのではな

いか。 

 

頂いた御意見のとおり，HACCPの義務

化については，何かしらの認証を取得

しなければならないというものではあ

りません。そのため，広島県食品自主衛

生管理認証制度については，HACCPを取

り組んでいることを対外的に示す制度

であることを推進プランの中でも記載

しております。 

21～22 

12 小規模事業者には専門知識が十分な

人材が少ないとあるため，「小規模事業

者への認証制度の普及」を課題にする

のは無理があるように感じる。 

小規模事業者の中にも，「HACCPの考

え方を取り入れた衛生管理」よりレベ

ルの高い ISOや FSSCなどの「HACCPに

基づく衛生管理」相当の認証取得を目

指す事業者もおり，本県の認証制度の

取得を足掛かりにして，円滑にレベル

アップを図ることができ，また，従事者

の人材育成にもつながるのではないか

と考えております。 

21 

 

  



番号 意見の内容 意見に対する県の考え方 該当ページ 

13 厚生労働省が示す HACCP と「広島県

食品自主衛生管理認証制度」との違い

が分かりづらい。 

また，認証制度のリーフレット等で

は，認証を取得すると「HACCPの考え方

を取り入れた衛生管理の水準を満たし

ています。」とあるが，認証を取得して

もしなくても，実質の管理や運用は変

わらず，異なるのは第三者の視点で審

査を受けているかどうかということ

か。 

「広島県食品自主衛生管理認証制度」

は，厚生労働省が示す「HACCPに基づく

衛生管理」と「HACCPの考え方を取り入

れた衛生管理」の間程度のレベルにな

ります。 

そのため，ホームページやリーフレ

ット等では，「HACCPの考え方を取り入

れた衛生管理の水準を満たしていま

す。」と記載しております。 

なお，認証制度は，県が設定した基準

に適合することを認証機関が認証する

ものであり，認証取得後３年ごとに更

新があるため，管理や運用においても 

定期的に確認できるというメリットが

あります。 

21～22 

14 飲食店における感染防止対策の推進

に加えて，厚生労働省が公表している

新しい生活様式の実践例では，テイク

アウトやデリバリーが推奨されてお

り，これらの取組を記載する必要があ

るのではないか。 

頂いた御意見のとおり，テイクアウ

トやデリバリーを行う事業者を想定

し，23ページの事業者の取組として「宅

配を含む流通段階における衛生管理の

推進」の項目を入れております。 

23 

15 飲食店営業１類への監視指導につい

て，生レバー等の提供が禁止になった

後も，隠れて提供をしている飲食店が

あり，監視指導の実施が必要と考える

が，保健所の飲食店への定期監視は人

員的に難しいため，営業許可を取得す

る際と，食中毒が起きた際の監視しか

できていないのではないか。予防の観

点から，半年に１回程度の監視を民間

企業に委託してみる等の施策が必要で

はないか。 

食品衛生監視指導は，一定程度の知

識等を有する者でないと実施できない

ため，本県では，一般社団法人広島県食

品衛生協会に委託し，協会の指導員で

ある食品衛生推進員による許認可施設

への更新前調査及び巡回指導を実施し

ているところです。 

また，各保健所においては，食中毒予

防月間，ノロウイルス食中毒予防月間，

夏期一斉監視，年末一斉監視など計画

的に監視指導をしており，今後も継続

して，県内の食品に対する衛生管理の

確保を推進してまいります。 

24～25 

 

  



番号 意見の内容 意見に対する県の考え方 該当ページ 

16 数年前からのジビエブームに対する

対策が見受けられなかった。ガイドラ

インは出ているが，闇流通などに関す

る対策はあった方が良いのではない

か。 

私の故郷では狩猟した獣肉を猟師が

さばいて，近所の方や飲食店に分ける

などの危険な行為が行われていた。 

本県においても，ジビエを扱う営業

者に対して，ガイドラインに沿った衛

生管理指導及び普及啓発を実施してお

ります。 

現状，県内において，ジビエを要因と

した食品事案は起こっていないため，

今回の改正プランには項目として入れ

ておりませんが，今後，社会情勢を注視

して，プラン改定時に項目を入れるこ

とを検討してまいります。 

24～25 

 

17 行政，生産者，事業者等の取組が，現

状と課題に対してどう取り組むのかが

対比できるようにされると整合もとれ

て分かりやすいと考える。 

頂いた御意見は，今後のプラン改正

の参考にさせていただきます。 

14～50 

 

 

 


